
本市財政状況本市財政状況本市財政状況本市財政状況のののの概要概要概要概要

一般財源額一般財源額一般財源額一般財源額のののの推移推移推移推移

基幹となる市税収入が税源移譲や定率減税の廃止などにより底上げが図られたものの、地方交
付税の減少等により、一般財源全体としては減少傾向にある。

義務的経費義務的経費義務的経費義務的経費のののの推移推移推移推移

人件費については、職員定数は減少を続けているものの、団塊世代の大量退職を迎え、退職手当
の増加が見込まれる。扶助費については、景気の低迷や、国の制度変更などの影響により依然とし
て増加を続けている。また、公債費についても、過去の経済対策に伴う市債や臨時財政対策債の発
行分の償還等により、当面増加傾向が続く見込である。
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（単位：億円）

※　19年度までは決算額、20年度は当初予算額である（普通会計ベース）。
※　15年度以降の公債費は、借換債の発行抑制に伴う減債基金からの借入を市債とみなした場合の数値である。

（単位：億円）

※　19年度までは決算額、20年度は予算額である。
※　一般財源とは、市税、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用
　税交付金、特別地方消費税交付金、自動車取得税交付金、軽油引取税交付金、国有提供施設等所在市町村助成交付金、地方特例
　交付金、地方交付税、臨時財政対策債、減税補てん債の合計である。

(参考)



市債残高市債残高市債残高市債残高とととと発行額発行額発行額発行額・・・・償還額償還額償還額償還額のののの推移推移推移推移

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの推移推移推移推移
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本市経常収支比率 政令市平均経常収支比率

9,755
10,041

10,344

10,684
10,941 10,948 10,860

10,569
10,273

623

465
435

919940

855

783

971

729

662

601
551

497
459

761
726711

721

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

11,500

12,000

12,500

13,000

13,500

14,000

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000
市債残高 発行額 償還額

（単位：億円）

　市税収入が伸び悩む一方、地方交付税が大幅に削減されるなど、一般財源の減少傾向が続いて
いるなか、扶助費や公債費などの義務的な経費が増加しているため、経常収支比率は高水準となっ
てきており、財政の弾力性が失われつつある。

※　グラフ中の経常収支比率は、減税補てん債及び臨時財政対策債を一般財源とみなして算出したものである。。

（見込）

　市債の発行額を、元金償還額の範囲内にとどめているため、残高は3年連続減少した。
将来世代に過度の負担を残さないよう、行財政改革プランに掲げたベンチマークの達成に向け、引
き続き市債残高の圧縮するよう取り組んでいく。

※　上記の残高は、満期一括償還準備積立金を償還とみなし、借換債の発行抑制に伴う基金からの借入を市債とみなした場合の一般会
　計分である。



財政調整基金現在高財政調整基金現在高財政調整基金現在高財政調整基金現在高のののの推移推移推移推移

　平成19年度においては平成16年度以来3年ぶりに24億円を支消したため、残高が大きく減少した。
行財政改革プランに掲げたベンチマーク"平成22年度末の財政調整基金残高を100億円程度の水
準に維持"を達成するためには、引き続き、収入確保と経費節減に努める必要がある。
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基本基金 財政調整基金（単位：億円）

※　上記の残高は、各年度末の現金ベースである。（20年度は予算額46億円を全額支消した場合の見込）
※　15年度に基本基金を廃止し、現金残高を財政調整基金に積み立てた。

(参考)


